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 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２ 売上高には、消費税等は含んでおりません。  

３ 第85期第３四半期連結累計期間及び第86期第３四半期連結累計期間並びに第85期第３四半期連結会計期間及

び第86期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四

半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第85期の潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第85期

第３四半期連結
累計期間 

第86期
第３四半期連結

累計期間 

第85期
第３四半期連結

会計期間 

第86期 
第３四半期連結 

会計期間 
第85期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年
10月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年 
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（百万円）  72,340  61,074  24,759  22,237  122,870

経常利益又は経常損失（△） 

（百万円） 
 △1,634  △2,290  △1,093  △186  2,372

四半期純損失（△）又は当期純利

益（百万円） 
 △3,045  △2,814  △1,043  △519  1,483

純資産額（百万円） － －  37,194  38,709  41,811

総資産額（百万円） － －  117,032  104,842  125,380

１株当たり純資産額（円） － －  267.47  278.59  301.06

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額（円） 

 △22.10  △20.43  △7.57  △3.77  10.77

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  31.5  36.6  33.1

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △3,840  6,612 － －  △1,779

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △1,023  △1,017 － －  126

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 10,375  △8,415 － －  10,884

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  13,340  14,219  17,070

従業員数（人） － －  3,785  3,779  3,770
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動はありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員であります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員であります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年12月31日現在

従業員数（人） 3,779      

  平成21年12月31日現在

従業員数（人） 2,873      
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事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門に区分して記載しております。 

(1）生産実績 

 当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  （注）１ 金額は、販売価格によっており、事業部門間の内部振替前の数値によっております。 

     ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注実績 

 当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

  

(3）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  （注）１ 事業部門間の取引については、相殺消去しております。 

     ２ 前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

       実績の総販売実績に対する割合については、当該割合が100分の10以上の相手先がないため記載しており 

       ません。 

     ３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

     ４ 当社グループでは、官公庁・自治体等向け機器の出荷が年度末に集中するため、第４四半期連結会計期間

        の販売高は他の四半期連結会計期間と比較して多くなる傾向にあります。このため、連結会計年度の販売

       高に占める第３四半期連結会計期間の割合は、小さくなる傾向にあります。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業部門 生産高（百万円） 前年同四半期比(％) 

海上機器事業  4,779  △37.4

通信機器事業  4,210  △37.5

ソリューション・特機事業  7,756  13.9

その他  5,113  △4.5

合計  21,859  △17.6

事業部門 受注高(百万円) 前年同四半期比(％) 受注残高(百万円) 前年同四半期比(％)

海上機器事業  3,972  △27.1  21,015  △25.8

通信機器事業  4,462  3.3  2,935  △35.4

ソリューション・特機事業  15,775  △3.7  43,947  7.3

その他  549  △9.1  139  △17.3

合計  24,760  △7.5  68,036  △8.1

事業部門 販売高（百万円） 前年同四半期比(％) 

海上機器事業  7,163  △17.7

通信機器事業  4,606  △12.5

ソリューション・特機事業  9,972  △2.7

その他  495  △8.1

合計  22,237  △10.2

２【事業等のリスク】
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 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 なお、前事業年度の有価証券報告書に記載した技術提携の状況のうち、当第３四半期連結会計期間中に契約期間が

満了したものについては、以下のとおり契約を更新しております。 

  

  文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。 

  

(1）業績の状況 

   当第３四半期連結会計期間（平成21年10月1日から平成21年12月31日まで）におけるわが国経済は、前年度から

の世界的な景気低迷が続く中、一部に持ち直しの動きが見られるものの自律性に乏しく、依然として企業収益は大

幅に減少し、設備投資の抑制や高水準で推移する失業率等、総じて厳しい状況が継続することとなりました。 

  このような状況の中で、当社グループは積極的な営業活動に努めましたが、当第３四半期連結会計期間の経営成

績は次のとおりとなりました。 

  海運事業を取り巻く環境が世界的な景気後退により悪化した影響等を受け、海上機器事業が大幅に減少しまし

た。また、景気後退の深刻化による消費手控えの傾向が強まるに伴い、携帯端末市場が低迷したこと等により、通

信機器事業も減少しました。これらの結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は222億3千7百万円（前年同期比

10.2％減）となりました。 

  利益につきましては、コストダウンや固定費の削減等による企業体質の改善が進捗したことにより、営業損失は

1億8千万円（前年同期は4億3百万円の営業損失）と赤字幅が縮小しました。また、「為替差益」1億2千2百万円を

営業外収益に計上したこと等により経常損失は1億8千6百万円（前年同期は10億9千3百万円の経常損失）、「投資

有価証券評価損」2億8千9百万円を特別損失に計上したこと等により四半期純損失は5億1千9百万円（前年同期は10

億4千3百万円の四半期純損失）となりました。 

  

  当第３四半期連結会計期間における事業部門別の売上高は次のとおりであります。 

  

 （海上機器事業） 

  世界的な景況悪化の影響により海運需要が低迷し、新造船需要も鈍化した影響等により、売上高は71億6千3百万

円（前年同期比17.7％減）となりました。 

  

 （通信機器事業） 

  携帯端末市場の低迷等により、関連する機器が減少しました。これらの結果、売上高は46億6百万円（前年同期

比12.5％減）となりました。 

  

 （ソリューション・特機事業） 

  海外向け航空・気象システムが増加しましたが、特機事業の減少等により、売上高は99億7千2百万円（前年同期

比2.7％減）となりました。 

  

 （その他）  

  その他の事業の売上高は4億9千5百万円（前年同期比8.1％減）となりました。 

   

３【経営上の重要な契約等】

契約会社名 相手会社名 国名 契約製品 契約内容 契約期間

日本無線㈱ 

ウルトラ・エレクトロニ

クス・フライトライン・

システムズ 

米国 ソノブイ受信機 
ノウハウ及び特許

実施権の許諾 

平成22年10月まで

更新 

タレス フランス 電波高度計 ノウハウの許諾 
平成23年10月まで

更新 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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 (2）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動において7億8千

5百万円、投資活動において2億1千6百万円、財務活動において12億4千6百万円それぞれ減少しました。これによ

り、第２四半期連結会計期間末と比較して22億3千1百万円資金が減少し、当第３四半期連結会計期間末の資金残高

は142億1千9百万円となりました。 

 当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。  

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失が4億7千

7百万円となり、減価償却費4億4百万円、仕入債務の増加19億7千7百万円があるものの、売上債権の増加34億9千9

百万円等により、7億8千5百万円の資金減少（前年同期は37億6千4百万円の資金減少）となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入による支出1億2千万

円、有形固定資産の取得による支出7千2百万円等により、2億1千6百万円の資金減少（前年同期は2億7千9百万円の

資金減少）となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出13億4

千万円等により、12億4千6百万円の資金減少（前年同期は123億2千3百万円の資金増加）となりました。 

  

 (3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

  当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

 (4）研究開発活動  

  当社グループは、中長期的な視野に立った基礎研究から、事業活動に直結した新技術の開発まで、総合的な研究

開発活動を行っており、当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、13億6千7百万

円であります。 

 なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

 (5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

  当社グループを取り巻く環境は、世界景気の下振れリスクやグローバルな販売競争の激化、為替動向の先行き不

透明感等が懸念されますが、当第３四半期連結会計期間において、重要な変更はありません。 

  

 (6）経営者の問題認識と今後の方針について 

  当第３四半期連結会計期間において、重要な変更はありません。  
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(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、当会計期間中新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はあ

りません。  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

   該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

         大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  216,000,000

計  216,000,000

種類 
第３四半期会計期間
末現在発行数（株） 
（平成21年12月31日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成22年２月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容

普通株式  137,976,690  137,976,690
東京証券取引所 

（市場第一部） 
単元株式数 1,000株 

計  137,976,690  137,976,690 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高 

（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成21年10月１日から 

平成21年12月31日まで 
 －  137,976,690  －  14,704  －  16,504

（５）【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく

株主名簿による記載をしております。 

  

①【発行済株式】  

  

②【自己株式等】 

 （注） なお、当第３四半期会計期間末日（平成21年12月31日）現在の自己株式数は、201,381株であります。 

  

【当該四半期累計期間における月別 高・ 低株価】 

  （注） 高・ 低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
(自己保有株式) 

普通株式   198,000
－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

 137,230,000
 137,230 － 

単元未満株式 普通株式    548,690 － 
１単元（1,000株）未

満の株式 

発行済株式総数  137,976,690 － － 

総株主の議決権 －  137,230 － 

  平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は 
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

日本無線株式会社 

東京都三鷹市下連

雀五丁目１番１号 
 198,000 －  198,000  0.14

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

  
５月 

  
６月 

  
７月 

  
８月 

  
９月 

  
10月 

  
11月 

  
12月 

高（円)  208  277  262  265  261  239  227  177  183

低（円)  157  202  226  215  224  207  173  138  144

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平

成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第３四半期連結会計期間（平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

 なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツ

となっております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,339 17,240

受取手形及び売掛金 ※3  30,011 50,356

有価証券 4,363 169

商品及び製品 8,129 9,482

仕掛品 23,336 18,311

原材料及び貯蔵品 3,569 4,641

前渡金 748 517

繰延税金資産 282 336

その他 921 822

貸倒引当金 △1,283 △1,254

流動資産合計 80,418 100,622

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  5,710 ※1  5,965

機械装置及び運搬具（純額） ※1  1,003 ※1  1,151

工具、器具及び備品（純額） ※1  1,118 ※1  1,367

土地 1,914 1,914

リース資産（純額） ※1  144 ※1  99

建設仮勘定 15 3

有形固定資産合計 9,906 10,502

無形固定資産   

ソフトウエア 497 651

その他 124 42

無形固定資産合計 621 693

投資その他の資産   

投資有価証券 9,738 9,817

長期貸付金 18 25

繰延税金資産 1,291 1,243

その他 3,406 3,078

貸倒引当金 △557 △602

投資その他の資産合計 13,896 13,562

固定資産合計 24,424 24,758

資産合計 104,842 125,380
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※3  16,607 29,025

短期借入金 1,450 1,500

コマーシャル・ペーパー － 4,000

1年内返済予定の長期借入金 1,243 3,973

未払費用 2,376 2,466

リース債務 37 26

未払法人税等 191 306

前受金 5,332 1,697

預り金 506 177

製品保証引当金 735 156

その他 ※3  1,998 3,954

流動負債合計 30,479 47,284

固定負債   

長期借入金 21,746 22,948

リース債務 142 104

繰延税金負債 1,114 1,043

退職給付引当金 11,657 11,159

役員退職慰労引当金 251 217

その他 740 810

固定負債合計 35,653 36,284

負債合計 66,133 83,569

純資産の部   

株主資本   

資本金 14,704 14,704

資本剰余金 16,504 16,504

利益剰余金 5,602 8,830

自己株式 △65 △63

株主資本合計 36,746 39,976

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,639 1,511

為替換算調整勘定 △2 △5

評価・換算差額等合計 1,636 1,505

少数株主持分 326 329

純資産合計 38,709 41,811

負債純資産合計 104,842 125,380
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

売上高 ※1  72,340 ※1  61,074

売上原価 59,481 51,017

売上総利益 12,858 10,057

販売費及び一般管理費 ※2  13,810 ※2  12,119

営業損失（△） △951 △2,062

営業外収益   

受取利息 60 34

受取配当金 203 166

持分法による投資利益 166 36

その他 68 59

営業外収益合計 498 297

営業外費用   

支払利息 254 341

為替差損 807 14

デリバティブ評価損 5 30

その他 113 139

営業外費用合計 1,180 525

経常損失（△） △1,634 △2,290

特別利益   

投資有価証券清算益 10 －

投資有価証券評価益 21 －

貸倒引当金戻入額 11 14

製品保証引当金戻入額 79 －

特別利益合計 123 14

特別損失   

投資有価証券評価損 － 298

固定資産除却損 － 11

たな卸資産評価損 924 －

たな卸資産処分損 ※3  428 －

減損損失 4 2

その他 18 1

特別損失合計 1,375 314

税金等調整前四半期純損失（△） △2,886 △2,589

法人税、住民税及び事業税 185 227

法人税等調整額 △8 △1

法人税等合計 176 226

少数株主損失（△） △18 △1

四半期純損失（△） △3,045 △2,814
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 ※1  24,759 ※1  22,237

売上原価 20,343 18,326

売上総利益 4,415 3,911

販売費及び一般管理費 ※2  4,819 ※2  4,092

営業損失（△） △403 △180

営業外収益   

受取利息 12 7

受取配当金 82 55

持分法による投資利益 0 －

為替差益 － 122

その他 16 3

営業外収益合計 111 188

営業外費用   

支払利息 90 108

持分法による投資損失 － 23

為替差損 656 －

デリバティブ評価損 29 39

その他 25 23

営業外費用合計 801 194

経常損失（△） △1,093 △186

特別利益   

貸倒引当金戻入額 0 0

製品保証引当金戻入額 79 －

特別利益合計 79 0

特別損失   

投資有価証券評価損 － 289

減損損失 1 2

その他 7 －

特別損失合計 9 291

税金等調整前四半期純損失（△） △1,023 △477

法人税、住民税及び事業税 2 9

法人税等調整額 24 35

法人税等合計 27 44

少数株主損失（△） △7 △2

四半期純損失（△） △1,043 △519
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △2,886 △2,589

減価償却費 1,228 1,163

減損損失 4 2

投資有価証券評価損益（△は益） 11 298

貸倒引当金の増減額（△は減少） 104 △0

退職給付引当金の増減額（△は減少） △571 66

受取利息及び受取配当金 △264 △201

支払利息 254 341

持分法による投資損益（△は益） △166 △36

売上債権の増減額（△は増加） 17,852 20,329

たな卸資産の増減額（△は増加） △10,452 △2,599

仕入債務の増減額（△は減少） △9,882 △12,419

その他 1,192 2,652

小計 △3,575 7,005

利息及び配当金の受取額 284 229

利息の支払額 △252 △312

法人税等の支払額 △297 △310

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,840 6,612

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △170 △150

有価証券の取得による支出 △159 －

有価証券の純増減額（△は増加） － △0

有形固定資産の取得による支出 △921 △814

投資有価証券の取得による支出 △6 △8

その他 233 △44

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,023 △1,017

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 6,860 △50

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） － △4,000

長期借入れによる収入 6,514 －

長期借入金の返済による支出 △2,304 △3,932

配当金の支払額 △686 △412

少数株主への配当金の支払額 △2 △2

その他 △5 △18

財務活動によるキャッシュ・フロー 10,375 △8,415

現金及び現金同等物に係る換算差額 △145 △30

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,365 △2,850

現金及び現金同等物の期首残高 7,974 17,070

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  13,340 ※  14,219
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

会計処理基準に関する事項の

変更 

 売上高及び売上原価の計上基準の変更 

  請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事期間が２年以上かつ請負

金額が税法で定める額以上の長期請負工事については工事進行基準により、その他

の工事については機器製品と工事に区分し、機器製品については原則として工場出

荷、工事については工事完了により計上しておりましたが、「工事契約に関する会

計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半

期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当

第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事

については工事完成基準を適用しております。 

  これにより、概算で当第３四半期連結累計期間の売上高は1,900百万円増加し、

営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失は、それぞれ419百万円減少し

ております。  

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 

  至 平成21年12月31日） 

（四半期連結損益計算書関係） 

   前第３四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めていた「投資有価証券評価損」は、特別損失総

額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしております。なお、前第３四半

期連結累計期間の特別損失の「その他」に含まれる「投資有価証券評価損」は11百万円であります。 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 

  至 平成21年12月31日） 

（四半期連結貸借対照表関係） 

   「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前第３四半期連結会計期間において、「商品」「製品」「半製品」として掲記

されていたものは、当第３四半期連結会計期間では「商品及び製品」と一括して掲記しております。なお、当第３四

半期連結会計期間の「商品及び製品」に含まれる「商品」「製品」「半製品」は、それぞれ42百万円、4,270百万

円、3,815百万円であります。 

  

（四半期連結損益計算書関係） 

   前第３四半期連結会計期間において、特別損失の「その他」に含めていた「投資有価証券評価損」は、特別損失総

額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしております。なお、前第３四半

期連結会計期間の特別損失の「その他」に含まれる「投資有価証券評価損」は7百万円であります。 
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   該当事項はありません。 

  

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

一般債権の貸倒見積高の算定

方法 

 当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著

しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見

積高を算定しております。 

棚卸資産の評価方法      当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四

半期連結会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっ

ております。 

固定資産の減価償却費の算定

方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按

分する方法により算定しております。 

法人税等並びに繰延税金資産

及び繰延税金負債の算定方法

 当社及び一部の国内連結子会社は、法人税等の納付額の算定に関しては、加味する加

減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によっております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境の著

しい変化が生じておらず、かつ、一時差異等の発生状況について前年度末から大幅な変

動がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 

44,519百万円 45,171百万円

 ２ 保証債務 

 連結会社以外の団体あるいは個人の、金融機関から

の借入金に対して次のとおり保証を行っております。

 ２ 保証債務 

 連結会社以外の団体あるいは個人の、金融機関から

の借入金に対して次のとおり保証を行っております。

日本無線協力会協同組合 22百万円

従業員住宅ローン 33百万円

計 55百万円

日本無線協力会協同組合 4百万円

みずほローン 17百万円

従業員住宅ローン 34百万円

計 56百万円

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形 

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理しております。な

お、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日

であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

          

受取手形 67 百万円

支払手形 304 百万円

設備支払手形 0 百万円

―――――――――― 
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

※１ 当社グループでは、官公庁・自治体等向け機器の出

荷が年度末に集中するため、第４四半期連結会計期間

の売上高は他の四半期連結会計期間と比較して多くな

る傾向にあります。 

※１ 当社グループでは、官公庁・自治体等向け機器の出

荷が年度末に集中するため、第４四半期連結会計期間

の売上高は他の四半期連結会計期間と比較して多くな

る傾向にあります。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

貸倒引当金繰入額 179百万円

役員従業員給与手当 5,561百万円

退職給付引当金繰入額 565百万円

役員退職慰労引当金繰入額 39百万円

研究開発費 2,766百万円

貸倒引当金繰入額 37百万円

役員従業員給与手当 5,448百万円

退職給付引当金繰入額 739百万円

役員退職慰労引当金繰入額 43百万円

研究開発費 1,685百万円

※３ たな卸資産処分損 

 当社は、「顧客指定により対応できない製品を除

き、出荷製品を全て平成20年9月までにRoHS対応とす

る」を目標に掲げ、RoHS対応の拡大を推進してまいり

ました。保有する棚卸資産について、精査した結果、

RoHS未対応である部品・半製品等を処分することにし

たものであります。 

 ―――――――――― 

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

※１ 当社グループでは、官公庁・自治体等向け機器の出

荷が年度末に集中するため、第４四半期連結会計期間

の売上高は他の四半期連結会計期間と比較して多くな

る傾向にあります。 

※１ 当社グループでは、官公庁・自治体等向け機器の出

荷が年度末に集中するため、第４四半期連結会計期間

の売上高は他の四半期連結会計期間と比較して多くな

る傾向にあります。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

貸倒引当金繰入額 159百万円

役員従業員給与手当 1,838百万円

退職給付引当金繰入額 179百万円

役員退職慰労引当金繰入額 25百万円

研究開発費 1,083百万円

貸倒引当金繰入額 18百万円

役員従業員給与手当 1,831百万円

退職給付引当金繰入額 247百万円

役員退職慰労引当金繰入額 15百万円

研究開発費 639百万円
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当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式        千株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式          千株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

 前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 

至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 当社グループは、無線通信機器の製造販売を主な事業としております。その「無線通信機器事業」の売上高及

び営業損益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業損益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％を

超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。  

  

 前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 

至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。   

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年12月31日現在）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年12月31日現在）

現金及び預金 5,110百万円

有価証券 8,569百万円

 計 13,679百万円

預入期間が３ヵ月を超える定

期預金 
△170百万円

取得日から償還日までの期間

が３ヵ月を超える債券 
△168百万円

現金及び現金同等物の四半期

末残高 
13,340百万円

現金及び預金 10,339百万円

有価証券 4,363百万円

 計 14,702百万円

預入期間が３ヵ月を超える定

期預金 
△320百万円

取得日から償還日までの期間

が３ヵ月を超える債券 
△162百万円

現金及び現金同等物の四半期

末残高 
14,219百万円

（株主資本等関係）

137,976

201

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式   413  3 平成21年３月31日平成21年６月29日 利益剰余金 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】
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前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月1日 至 平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月1日 至 平成21年12月31日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年4月1日 至 平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年4月1日 至 平成21年12月31日） 

 （注）１ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高（但し、連結会社間の内部売上

高を除く）であります。 

    ２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

 (1）国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

 (2）各区分に属する主な国又は地域 

 アジア ……………… 中国、韓国、台湾、シンガポール 

 ヨーロッパ ………… 英国、ギリシャ 

 北米 ………………… 米国 

 その他の地域 ……… 中近東、中南米他 

  

【海外売上高】

  アジア ヨーロッパ 北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  2,760  3,696  1,003  1,974  9,435

Ⅱ 連結売上高（百万円）          24,759

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
 11.1  14.9  4.1  8.0  38.1

  アジア ヨーロッパ 北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  2,519  2,147  805  1,738  7,210

Ⅱ 連結売上高（百万円）          22,237

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
 11.3  9.7  3.6  7.8  32.4

  アジア ヨーロッパ 北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  8,183  9,039  3,301  6,528  27,053

Ⅱ 連結売上高（百万円）          72,340

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
 11.3  12.5  4.6  9.0  37.4

  アジア ヨーロッパ 北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  7,562  6,353  2,573  5,273  21,762

Ⅱ 連結売上高（百万円）          61,074

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
 12.4  10.4  4.2  8.6  35.6
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１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純損失金額 

  （注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  （注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 278.59円 １株当たり純資産額 301.06円

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） △22.10円 １株当たり四半期純損失金額（△） △20.43円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

四半期純損失（△）（百万円）  △3,045  △2,814

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円）  △3,045  △2,814

期中平均株式数（千株）  137,799  137,779

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） △7.57円 １株当たり四半期純損失金額（△） △3.77円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

  
前第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

四半期純損失（△）（百万円）  △1,043  △519

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円）  △1,043  △519

期中平均株式数（千株）  137,792  137,776

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年２月６日

日本無線株式会社 

取締役会 御中 

監査法人トーマツ 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 本多 潤一  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 轟  一成  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本無線株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成

20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本無線株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年２月８日

日本無線株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 本多 潤一  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 山田  努  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本無線株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成

21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本無線株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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